
１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方針
　　　該当資産なし
　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方針
　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
　（３）固定資産の減価償却方法
　　　建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品、その他の固定資産　－　定額法
　（４）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

　　　　　当期に帰属する額を計上している。
　（５）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
　（６）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．法人で採用する退職給付制度

　（１）民間退職共済制度
　　　　公益財団法人 札幌市中小企業共済センターが実施する退職共済制度に加入し
　　　ている。

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
　当法人の作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
　　　　当法人は事業区分が単一であるため作成していない。
　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3号第3様式）
　（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　ア　イベール823拠点（社会福祉事業）
　　　　「法人本部」
　　　　「指定生活介護事業O・H・G」
　　　　「指定居宅介護（重度訪問介護）事業ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝDAI-ふく」
　　　イ　南35条拠点（社会福祉事業）
　　　　「指定生活介護事業O・むすび」

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 55,905,085 1,405,289 54,499,796

合計 55,905,085 0 1,405,289 54,499,796

計算書類に関する注記（法人全体用）



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の
　　取崩

　　該当なし

６．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　54,499,796円
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　54,499,796円

　　担保に供されている債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）　39,200,000円
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　 39,200,000円

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 64,035,503 9,535,707 54,499,796
建物 45,758,005 5,140,380 40,617,625
構築物 465,995 80,657 385,338
車両運搬具 16,813,962 7,847,625 8,966,337
器具及び備品 8,224,356 5,014,709 3,209,647
権利 2,411,280 476,364 1,934,916

合計 137,709,101 28,095,442 109,613,659

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

９．関連当事者との取引の内容

　　該当なし

１０．重要な偶発債務

　　該当なし

１１．重要な後発事象

　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　該当なし



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方針
　　　該当資産なし
　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方針
　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
　（３）固定資産の減価償却方法
　　　建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品、その他の固定資産　－　定額法
　（４）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

　　　　　当期に帰属する額を計上している。
　（５）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
　（６）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．採用する退職給付制度

　（１）民間退職共済制度
　　　　公益財団法人 札幌市中小企業共済センターが実施する退職共済制度に加入し
　　　ている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
　（１）イベール823拠点区分財務諸表（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
　（２）拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）の作成は省略している。
　（３）拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）
　　　ア　法人本部
　　　イ　指定生活介護事業O・H・G
　　　ウ　指定居宅介護（重度訪問介護）事業ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝDAI-ふく
　　　

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 55,905,085 1,405,289 54,499,796

合計 55,905,085 0 1,405,289 54,499,796

計算書類に関する注記（イベール823拠点区分用）



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の
　　取崩

　　該当なし

６．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　54,499,796円
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　54,499,796円

　　担保に供されている債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（南35条拠点）　39,200,000円
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　39,200,000円

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 64,035,503 9,535,707 54,499,796
車両運搬具 9,376,220 6,616,170 2,760,050
器具及び備品 5,516,316 4,016,729 1,499,587
権利 629,280 476,364 152,916

合計 79,557,319 20,644,970 58,912,349

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

９．重要な後発事象

　　該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　該当なし



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方針
　　　該当資産なし
　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方針
　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
　（３）固定資産の減価償却方法
　　　建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品、その他の固定資産　－　定額法
　（４）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

　　　　　当期に帰属する額を計上している。
　（５）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
　（６）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　該当なし。

２．採用する退職給付制度

　（１）民間退職共済制度
　　　　公益財団法人 札幌市中小企業共済センターが実施する退職共済制度に加入し
　　　ている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
　（１）南35条拠点区分財務諸表（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
　（２）拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）の作成は省略している。
　（３）拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）の作成は省略している。
　　　

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 0 0 0

合計 0 0 0 0

財務諸表に関する注記（南35条拠点区分用）



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の
　　取崩

　　該当なし

６．担保に供している資産

　　該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 45,758,005 5,140,380 40,617,625
構築物 465,995 80,657 385,338
車両運搬具 7,437,742 1,231,455 6,206,287
器具及び備品 2,708,040 997,980 1,710,060
権利 1,782,000 0 1,782,000

合計 58,151,782 7,450,472 50,701,310

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

９．重要な後発事象

　　該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　該当なし


